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１．事業の概要

法定受託事務 自治事務（義務的なもの） 自治事務（任意のもの）

市による単独事業 一部委託 全部委託 指定管理 協働・協力

営利法人 非営利法人 個人事業主 その他団体

２．事業の実績

12,718 10,025

0 0人

10,855

0

8,714

-

19,692

千円 1,863

執行率

6,806

0 0

会計年度職員人件費

人
件
費

会計年度職員数（フルタイム）

0

0

10,563

12,886

千円

補助金名

費
用

事
業
費

決算額

財源
内訳 特定財源（国県補助等） 千円

7,311

一般財源

補助資料のとおり

会計年度職員
業務内容

会計年度職員数（パートタイム） 人

0

予算事業コード 2023001

219,535 210,346 264,000

担当名

実績値 実績値 実績値 目標値

健康に日々を暮らしている

4国民健康保険及び国民年金の適正な運営

件 223,531

保健事業費

診療報酬明細書内容点検・審査

目標像

3 枝番号

事業の対象 国民健康保険被保険者等

事業の目的

活動概要

国民健康保険被保険者の健康の保持・増進により、医療費が適正化する。

医療費通知・ジェネリック医薬品差額通知を送付、診療報酬明細書内容を点検、生活習慣病重症化予防対策事業を実施することで、医療費
の適正化に努める。また、国民健康保険加入者の心身のリフレッシュのため、指定保養施設の宿泊料、浴場利用料の補助を実施する。糖尿
病性腎症重症化予防対策事業として、対象者の抽出、受診勧奨、保健指導を実施する。その他、コバトンALKOOマイレージ事業（栄養管理
アプリ利用を含む）を実施し、健康行動への動機づけや疾病予防・改善を図る。なお、今後の医療費の状況等を把握し、新たな取組を検
討、実施していく。

国民健康保険法、和光市国民健康保険条例

国民健康保険保険給付費交付金（特別交付金のうち県繰入金、特別調整交付金）、努力支援交付金

委託先

単位 5年度 6年度 7年度 8年度 不用額

指標名

具
体
的
な
成
果
の
説
明

PLAN

DO

8

目 1

保健衛生普及活動

保健衛生普及費

事業名

0.20

国民健康保険担当、健康づくり担当

240,000

委託業務名

0

款 4 保健事業費 項 1

部局名 健康部 課室名 保険年金課・健康支援課

％ 0.60

国民健康保険の医療費の適正化を促進するため、専門性の高い事業について職員で実施することが困難なため実施すること
で、高い専門性・効率性を実現することができるため。

単位

診療報酬明細書内容点検・審査業務、健康教育等委託、ジェネリック医薬品差額通知作成等業務、健康サポート訪問事業

事務区分

補助金活用

実施形態

あり

施策番号

7年度 7年度

委託理由

240,000

8年度

1,849

一人当たり医療費の伸び率（対前年比）

効果率

5年度 6年度

0.20

千円 31,150

1,462

実
績

成
果
実
績

活
動
実
績

3.40 2.56 2.00

0.20％ 0.17

0千円

0

根拠法令等

目標値 最終目標

12年度

59.1%

0.20 0.07

2.00 2.00

8,563

13,004 17,874

0

予算額
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１．事業の概要

法定受託事務 自治事務（義務的なもの） 自治事務（任意のもの）

市による単独事業 一部委託 全部委託 指定管理 協働・協力

営利法人 非営利法人 個人事業主 その他団体

２．事業の実績

87,914 89,814

0 0人

75,074

11,709

79,539

-

108,965

千円 12,840

執行率

54,468

4 6

会計年度職員人件費

人
件
費

会計年度職員数（フルタイム）

19,783

6

90,530

54,497

千円

補助金名

費
用

事
業
費

決算額

財源
内訳 特定財源（国県補助等） 千円

17,589

一般財源

被保険者の健康の維持増進及び医療費適正化のため、特定健康診査の受診率及び特定保健指導の終了率の向上を図り、有所見者の早期発見及び
生活習慣改善に向けた保健指導等を実施した。

・特定健康診の受診率を向上させる取り組み
１.国保集団や集団健診の予約をキャンセルした方に対して、電話で受診勧奨を行った。
２.特定健診の未受診者個々の過去における健診受診状況及び健診問診票の回答内容等をAIで分析し、特性に合わせた受診勧奨を実施した。
３.朝霞地区4市共同で、未受診者の通院状況を分析し、かかりつけ医と考えられる医療機関で受診するよう勧奨を実施した。

・特定保健指導の参加率・終了率を向上させる取り組み
１.特定健診当日に、健診結果から特定保健指導の対象になり得る方に対して、特定保健指導分割実施を行った。
２.主に個別特定健診を受診した 特定保健指導参加者のうち希望者に対し、継続支援としてLINEを活用した健康プログラムを提供した。これに
より、参加者の負担軽減を図るとともに、特定保健指導の終了率向上に取り組んだ。
３.特定健診の結果を踏まえ、特定保健指導の対象者に対して市が行う特定保健指導を案内し、参加者の増加を図った。
詳細は補助資料参照

会計年度職員
業務内容

集団健診等の予約受付、集団・個別健診のデータ登録・処理、帳票準備等健診後前事後処理、生活習慣病リスク改善
対策、こころの相談、電話・窓口対応

会計年度職員数（パートタイム） 人

21,140

予算事業コード 2023002

27 27 27

担当名

実績値 実績値 実績値 目標値

健康に日々を暮らしている

5国民健康保険及び国民年金の適正な運営

回 27

特定健康診査等事業費

特定健診を含む集団健診実施回数

目標像

3 枝番号

事業の対象 40歳以上の和光市国民健康保険被保険者

事業の目的

活動概要

国民健康保険被保険者が、生活習慣病予防の重要性を知り、主体的に自身の健康管理を実践する。

特定健康診査対象者に国保特定健診を実施。特定健診結果で「動機づけ支援」「積極的支援」該当者に特定保健指導、特定
保健指導該当外で生活習慣改善が必要と認められる者には結果説明会等での保健指導を実施する。また、未受診者に対する
受診並びに利用勧奨を実施する。

高齢者の医療の確保に関する法律

補助資料のとおり

委託先

単位 5年度 6年度 7年度 8年度 不用額

指標名

具
体
的
な
成
果
の
説
明

PLAN

DO

8

目 1

特定健康診査・特定保健指導

特定健康診査等事業費

事業名

健康づくり担当

27

委託業務名

4

款 4 保健事業費 項 2

部局名 健康部 課室名 健康支援課

％ 46

法令で実施が定められている特定健診等に必要な人材や資機材を確保するため

単位

補助資料のとおり

事務区分

補助金活用

実施形態

あり

施策番号

7年度 7年度

委託理由

27

8年度

10,991

特定健診受診率

5年度 6年度

千円 107,188

53,140

実
績

成
果
実
績

活
動
実
績

46 47 48

13,843千円

0

根拠法令等

目標値 最終目標

12年度

83.7%

51 60

36,674

101,887 108,119

0

予算額
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１．事業の概要

法定受託事務 自治事務（義務的なもの） 自治事務（任意のもの）

市による単独事業 一部委託 全部委託 指定管理 協働・協力

営利法人 非営利法人 個人事業主 その他団体

２．事業の実績

根拠法令等

目標値 最終目標

12年度

82.3%

170 209

10,779

15,279 27,953

0

予算額

148 161 156

0千円

0

7年度 7年度

委託理由

192

8年度

5,294

緊急通報システムを通じた相談・出動合計

5年度 6年度

千円 17,364

3,313

実
績

成
果
実
績

活
動
実
績

委託業務名

0

款 5 地域支援事業費 項 2

部局名 健康部 課室名 長寿あんしん課

件 -

①緊急時通報を受診し早急な対応を行うためには機器の保守と十分なスタッフ配置が必要であり、ノウハウのある事業者に
委託する。②生活困窮者自立支援法の家計相談支援事業等を実施する事業者に委託することで、市民がワンストップ・サー
ビスで相談できる。

単位

①日常生活圏域ネットワーク事業委託料
②低所得高齢者等住まい確保事業委託料

事務区分

補助金活用

実施形態

あり

施策番号

単位 5年度 6年度 7年度 8年度 不用額

指標名

具
体
的
な
成
果
の
説
明

PLAN

DO

6

目 6

任意事業

任意事業費

事業名

地域支援事業担当

242

枝番号

事業の対象 要介護状態又は要支援状態となるおそれがある者として市長が認めた者。

事業の目的

活動概要

高齢者が、安心して和光市に住み続けられるよう、住まいと緊急時通報の体制の確保を行う。

緊急通報システムを設置する。
年金等の収入が低い高齢者や、高齢になって転居を求められたが受け入れ先のない高齢者等の住まいに関する相談支援及び
不動産との調整等を行う。

地域支援事業実施要綱

地域支援事業交付金（包括的事業・任意事業）、地域支援事業交付金（包括的支援事業・任意事
業）

委託先

予算事業コード 8011491

208 181 220

担当名

実績値 実績値 実績値 目標値

高齢になっても住み慣れた地域で暮らし続けられる

14高齢者の暮らしを支える仕組みの充実

人 212

包括的支援事業・任意事業費

緊急通報システム設置件数

目標像

3

1

23,017

6,676

千円

補助金名

費
用

事
業
費

決算額

財源
内訳 特定財源（国県補助等） 千円

4,936

一般財源

高齢者に起こりうる緊急事態の早期発見と早期対応に寄与する事業である。相談機能があるシステムもしくはすぐに駆け付けて
くれるシステムであることから、高齢者の安心につながるだけでなく、不要不急の救急要請の抑制にもつながる。

会計年度職員
業務内容

なし

会計年度職員数（パートタイム） 人

3,147

0 1

会計年度職員人件費

人
件
費

会計年度職員数（フルタイム）

2,621

15,057 14,092

0 0人

10,282

0

17,723

-

29,027

千円 4,775

執行率

22,351
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